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【東京の『若者』の声の重要性】
　地方における20代人口の就職期の流出

が地方の婚姻減から出生減へと連鎖し、統

計上、もはや社会減が自然減に直結ともい

える人口動態にある。一方で現在、東京都

は「20代人口の就職聖地」として全国の若

者人流のデッドエンドとなっており、その

東京都の若者の考え方が、今後の日本の就

職、結婚、出産のトレンドを築いていくこと

が予想される。ただ、東京都は長く住み慣

れた地元を離れ、食・言語などを含む「普

通」が異なる若者が就職期に集うことに

よって形成される「日本一の20代多民族

国家」ともなっている。つまり、若者数が日

本一とはいえ、新天地で新たな社会人生活

を始める20代の若者たちの出会いが、そ

う簡単には発生しないことが想像に難くな

い。そこで、令和時代に東京都に集う若者

たちが一体どのような出会い方を求めてい

るのか、興味深いデータを紹介したい。

【デジジェネ世代の出会い方】
　東京在勤の若者が交際に関して求め

る出会い方の1位は「友人・知人からの

紹介」で、過半数（54%）の支持を得た［図

表］。人口動態調査を分析すると、初婚同

士婚では「同年齢婚」が群を抜いて多く（23

年・22%、5万件）、夫1歳上（3万件）、妻1

歳上（3万件）の結婚が続く（1歳差までの

結婚で全体の48%）。つまり、お互いが受

けてきた教育、そして急速に進むデジタル

化の中で、情報収集力が近似しているほぼ

同年齢の出会いが最も成婚につながって

いるという状態ともいえる。このため、友

人・知人からの紹介といった「自分と近い

年齢の人を紹介してくれる可能性が高そ

うな出会い方」に期待するのは、妥当な考

研究員の眼

えともいえる。しか

し、地方から就職で

20代前半を主とし

て東京に集まる*1男

女の半数が支持する

友人・知人経由の出

会いを都内で短期

に得ることはかなり

難しい。先述のよう

に、東京都は20代の「多民族国家」化が進

んでいる場所だからである。そういった中

で、出会いにおいてあればよいと思う2位

が「信頼性が高くリーズナブル*2なマッチ

ングアプリ（以下、アプリ）」43%となっ

ていることも納得感が強い。就職で上京

し公私ともに大きな環境変化で多用な

中、場所と時間を選ばず出会いを探せるメ

リットは極めて大きい（特に夜勤者等）。た

だ、「信頼性が高く」という条件は非常に重

要で、デジタルジェネレーションの男女に

とってアプリの相手情報の信頼度の付加

価値は高い。一般的に民間アプリとして知

られる媒体は「独身証明書」という自治体

が発行している公的証明書の提出を必要

としない（ゆえに独身証明書の存在を知

らない男女も多い）。つまり、スマホの向こ

う側に並ぶ相手が既婚であるかどうかの

確認をシステム上、確信出来ない状態が

主流である。こういった中で、安心安全な

出会いを強く求める声が若者からあがっ

ている。これに関して、「身バレリスクが非

常に高い」という意味で、都会より地方の

ほうが安全かもしれないという地方の若

者ユーザーからの声が出てきている。言い

換えれば都会では、人口の多さに紛れ身バ

レせず逃げてしまう懸念を感じるがゆえ

に、より「安心安全な出会い」を強く求める

声が出てくるのだろう。

【出会った先の『雇用』問題】
　以上の東商の24年調査の結果をその

まま地方に転用するには、大きな問題があ

る。それは女性の仕事問題だ。地方の未婚

化対策議論では「できれば地元男性と地

元外女性の出会い推進」という「男性は動

かず、女性に動いてもらう」案が少なからず

出る。しかしそもそも、東京への若者の流

出は雇用が原因であり、24年に社会減と

なった40道府県合計において、男性の1.3

倍もの女性が流出減していることを考える

と、地方はジェンダーレス雇用を進め、地元

に雇用で若い女性が定着できるようにする

ことが出会い創出の第一歩である。にもか

かわらず、「雇用は特に用意しないが、県外

女性の結婚移住に期待」という考えは、「私

の仕事がない以上、彼との結婚は考えられ

ない」という結論につながりかねない。

　若者の結婚希望は高止まりのまま、未

婚化が進む日本。エリアの人流構造とその

原因のエビデンスをしっかり理解した上

で、若者の出会いを生み出せる政策が検

討されることを期待したい。
［*1］24年の東京都の社会増人口は20代：10代＝
85：15。20代人口のうち7割以上が20代前半人口。
［*2］東京の小規模企業割合は80%
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